
第２節 働き方の多様化に応じた「きめ細かな雇
用管理」に向けた課題について

　本節では、前節で整理した様々な観点を踏まえ、具体的な雇用管理の内容や働き方の工夫を
中心に検討し、働き方の多様化に応じた「きめ細かな雇用管理」に向けた課題を整理していく。

●多様な人材の十分な能力の発揮につながる雇用管理としては、正社員には「能力開発機会の
充実」などの取組が、非正社員には「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・
非正規間等）」などの取組が、積極的に実施されている傾向にある

　はじめに、多様な人材の十分な能力の発揮につながる雇用管理について検討していく。
　第２－（３）－６図は「多様な人材の能力が十分に発揮されている企業」と「多様な人材の十分
な能力の発揮に向けて課題がある企業」に分類し、実施している雇用管理の取組内容を比較し
ている。
　第２－（３）－６図の上図により、まずは正社員をみると、両企業ともに「長時間労働対策やメ
ンタルヘルス対策」「仕事と育児との両立支援」「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」
「人事評価に関する公正性、納得性の向上」などに積極的に取り組んでおり、「多様な人材の
能力が十分に発揮されている企業」では、約９割の企業がこうした項目に取り組んでいる。
　両企業の取組状況の差をみると、いずれの取組においても「多様な人材の能力が十分に発揮
されている企業」の実施割合が高いものの、特に「能力開発機会の充実」が 10.7% ポイント、
「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」が 10.5% ポイント、「本
人の希望を踏まえた配属、配置転換」が 10.4% ポイント、「仕事と病気治療との両立支援」が
10.3% ポイント、「仕事と介護との両立支援」が 9.6% ポイント、「育児・介護・病気治療等に
より離職、休職された方への復職支援」が 9.1％ポイント実施割合が高くなっており、特にこ
れらの取組が積極的に実施されている傾向にある。さらに、女性や高齢社員に対して実施され
ている取組に着目して両企業の差をみると、いずれの取組においても「多様な人材の能力が十
分に発揮されている企業」の実施割合が高くなっていることが分かる。また、正社員と同様に
「能力開発機会の充実」「仕事と介護との両立支援」の取組が積極的に実施されている傾向に
あることに加え、「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」が、女性社員を対象とした場合で
13.3% ポイント、高齢社員を対象とした場合で 13.1％ポイント、「育児・介護・病気治療等に
より離職、休職された方への復職支援」が、女性社員を対象とした場合で 12.1% ポイント、高
齢社員を対象とした場合で 11.8% ポイントと実施割合が高くなっており、「多様な人材の能力
が十分に発揮されている企業」では、女性や高齢社員に対して、特にこれらの取組を積極的に
実施されている傾向にある（付２－（３）－１図）。
　第２－（３）－６図の下図により、非正社員をみると、両企業ともに「職場の人間関係やコミュ
ニケーションの円滑化」「優秀な人材を正社員へ登用」に積極的に取り組んでおり、「多様な人
材の能力が十分に発揮されている企業」では約８割の企業がこうした項目を挙げている。
　両企業の取組状況の差をみると、多くの取組において「多様な人材の能力が十分に発揮され
ている企業」の実施割合が高いものの、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・
非正規間等）」が 13.4% ポイント、「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」

１ いわゆる正社員、限定正社員、非正社員に対する「きめ細かな雇用管理」
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第２-（３）-６図 多様な人材の十分な能力の発揮につながる雇用管理について

○�　多様な人材の能力が十分に発揮されている企業では、総じて雇用管理の取組の実施率が高く、特に
「能力開発機会の充実」「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」などに
積極的に取り組む企業が多い。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査票）」
（2018 年）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）�　多様な人材の能力が十分に発揮されている企業における雇用管理に関する回答のサンプルサイズは、正社員（限
定正社員含む）対象の取組において 1,305、非正社員対象の取組において 976 となっている。
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が 12.2% ポイント、「仕事と病気治療との両立支援」が 10.5% ポイント、「職場の人間関係やコ
ミュニケーションの円滑化」「能力開発機会の充実」が 10.2％ポイント、「仕事と介護との両立
支援」が 10.1％ポイントと実施割合が高くなっており、特にこれらの取組が積極的に実施され
ている傾向にある。
　総じてみると、多様な人材の能力が十分に発揮されている企業では、正社員に対して、「能
力開発機会の充実」「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」「本
人の希望を踏まえた配属、配置転換」「仕事と病気治療との両立支援」などの取組が、非正社
員に対して、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」「経営戦略
情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」「仕事と病気治療との両立支援」などの取組
が積極的に実施されている傾向にあることが分かる。

●企業の人材マネジメントの方針によって、多様な人材の十分な能力の発揮につながる雇用管
理は異なる面もあるため、自社の方針に合わせた取組を推進していくことが重要である

　多様な人材の十分な能力の発揮につながる雇用管理の取組内容は、「内部労働市場型の人材
マネジメント」と「外部労働市場型の人材マネジメント 102」といった企業の方針で異なるだ
ろうか。
　この点について、第２－（３）－７図の上図により、まずは正社員について確認していこう。
　「内部労働市場型の人材マネジメント」を採用し、「多様な人材の能力が十分に発揮されてい
る企業」では、同マネジメントを採用し、「多様な人材の十分な能力の発揮に向けて課題があ
る企業」と比較すると、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」
が 11.7％ポイント、「仕事と介護との両立支援」が 11.0％ポイント、「育児・介護・病気治療等
により離職、休職された方への復職支援」が 10.3％ポイント、「仕事と病気治療との両立支援」
が 9.9％ポイント、「能力開発機会の充実」が 9.1％ポイント、「本人の希望を踏まえた配属、配
置転換」が 8.8％ポイント実施割合が高くなっており、特にこれらの取組が積極的に実施され
ている傾向にある。
　「外部労働市場型の人材マネジメント」を採用し、「多様な人材の能力が十分に発揮されてい
る企業」では、同マネジメントを採用し、「多様な人材の十分な能力の発揮に向けて課題があ
る企業」と比較すると、「能力開発機会の充実」が 18.4％ポイント、「本人の希望を踏まえた配
属、配置転換」が 18.0％ポイント、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非
正規間等）」が 17.4％ポイント、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」が 15.5％ポイント、「育児・
介護・病気治療等により離職、休職された方への復職支援」が 15.2％ポイント、「仕事と病気
治療との両立支援」が 15.0％ポイント、「仕事と介護との両立支援」が 14.3％ポイント実施割
合が高くなっており、特にこれらの取組が積極的に実施されている傾向にある。
　さらに、第２－（３）－７図の下図により、非正社員について確認していこう。
　「内部労働市場型の人材マネジメント」を採用し、「多様な人材の能力が十分に発揮されてい
る企業」では、同マネジメントを採用し、「多様な人材の十分な能力の発揮に向けて課題があ
る企業」と比較すると、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」
が 15.4％ポイント、「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」が 10.7％ポイ
ント、「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」が 9.5％ポイント、「能力開発機会の

102　スペシャリストを重視し、外部労働市場からの人材獲得を重視する企業を指す。
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第２-（３）-７図
人材マネジメントの方針別にみた多様な人材の十分な能力の発揮につ
ながる雇用管理について

○�　多様な人材の能力が十分に発揮されている企業であって、人材マネジメントが内部労働市場型の企
業は「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」などに、外部労働市場型
の企業は「能力開発機会の充実」などに積極的に取り組む企業が多い。
○�　非正社員対象の取組としては、人材マネジメントの方針によらず、「従業員間の不合理な待遇格差
の解消（男女間、正規・非正規間等）」などに積極的に取り組む企業が多い。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査票）」
（2018 年）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計
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（非正社員対象の取組）

多様な人材の能力が十分に発揮されている企業
―内部労働市場型の人材マネジメント

多様な人材の能力が十分に発揮されている企業
―外部労働市場型の人材マネジメント

多様な人材の十分な能力の発揮に向けて課題がある企業
―内部労働市場型の人材マネジメント

多様な人材の十分な能力の発揮に向けて課題がある企業
―外部労働市場型の人材マネジメント
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充実」が 8.4％ポイント実施割合が高くなっており、特にこれらの取組が積極的に実施されて
いる傾向にある。
　「外部労働市場型の人材マネジメント」を採用し、「多様な人材の能力が十分に発揮されてい
る企業」では、同マネジメントを採用し、「多様な人材の十分な能力の発揮に向けて課題があ
る企業」と比較すると、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」
が 23.9％ポイント、「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」が 18.7％ポイント、「能
力開発機会の充実」が 18.6％ポイント、「仕事と介護との両立支援」が 17.6％ポイント、「仕事
と病気治療との両立支援」が 15.2％ポイント、「人事評価に関する公正性、納得性の向上」が
15.1％ポイント、「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」が 14.1％ポイン
ト実施割合が高くなっており、特にこれらの取組が積極的に実施されている傾向にある。
　以上のように、企業の人材マネジメントの方針によって、多様な人材の十分な能力の発揮に
つながる雇用管理は異なる面もあるため、自社の方針に合わせた取組を積極的に推進していく
ことが重要である。

●内部人材が多様化している企業では、「セミナーなどを実施し、働き方に関する従業員の視
野を広げる」「多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所の整備」「チーム内の意思
決定方法・意思決定権者の明確化」といった取組も積極的に実施していくことが重要である

　続いて、雇用管理のうち、より具体的な働き方の工夫といった観点からみた場合、多様な人
材の十分な能力の発揮につながる取組は、どのようなものか検討していく。
　第２－（３）－８図は、「内部人材が多様化している企業」と「内部人材が多様化していない企
業 103」に分類し、多様な人材の能力を十分に発揮させる働き方の工夫として、労使が重要だ
と考える取組と、労使間で生じているギャップを整理し比較している。この比較により、多様
化が進展している企業における課題を抽出していく。
　まず、第２－（３）－８図の左上図により、企業が重要だと考える取組をみると、「内部人材が
多様化している企業」では、「チーム内の意思決定方法・意思決定権者の明確化」「多様な人材
が相互にコミュニケーションできる場所の整備」「仕事の進め方などについて気軽に相談でき
るメンターを配置」「IT 等を活用した業務の標準化」「セミナーなどを実施し、働き方に関す
る従業員の視野を広げる」「IT 等を活用した情報共有の徹底」などを挙げる企業が多い。
　両企業の差をみると、「内部人材が多様化している企業」では、「内部人材が多様化していな
い企業」と比較し、「IT 等を活用した情報共有の徹底」が 5.7％ポイント、「仕事の進め方など
について気軽に相談できるメンターを配置」が 5.6％ポイント、「IT 等を活用した業務の標準化」
が 4.4％ポイント、「360 度評価の実施等、多様な立場にある評価者の意見が人事評価に盛り込
まれるようにする」が 3.0％ポイント、「イベント等を開催し、社員同士の交流を促進すること
で、コミュニケーションを向上させる」が 2.4％ポイント高くなっており、特にこれらの取組
が重要視されている傾向にあることが分かる。
　次に、第２－（３）－８図の右上図により、正社員 104 が重要だと考える企業の取組をみると、「内
部人材が多様化している企業」では、「多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所の

103　�ここでは、企業の多様化の状況について、「変わらない」「一様化がやや進んだ」「一様化が大幅に進んだ」
と回答した企業を指す。

104　�正社員を調査対象としたデータを活用しているため、ここでは正社員に限定して議論している。
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整備」「チーム内の意思決定方法・意思決定権者の明確化」「IT 等を活用した業務の標準化」「仕
事の進め方などについて気軽に相談できるメンターを配置」「IT 等を活用した情報共有の徹底」
などを挙げる正社員が多い。
　両企業の差をみると、「内部人材が多様化している企業」では、「内部人材が多様化していな
い企業」と比較し、「セミナーなどを実施し、働き方に関する従業員の視野を広げる」が 3.7％
ポイント、「多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所の整備」「チーム内の意思決定
方法・意思決定権者の明確化」が 2.5％ポイント、「仕事の進め方などについて気軽に相談でき
るメンターを配置」が 1.3％ポイント、「イベント等を開催し、社員同士の交流を促進すること
で、コミュニケーションを向上させる」が 1.1％ポイント高くなっており、特にこれらの取組
が重要視されている傾向にあることが分かる。
　さらに、第２－（３）－８図の左下図により、労使で生じているギャップをみると、「内部人材
が多様化している企業」では、「多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所の整備」「IT
等を活用した業務の標準化」「IT 等を活用した情報共有の徹底」「仕事の進め方などについて
気軽に相談できるメンターを配置」「イベント等を開催し、社員同士の交流を促進することで、

第２-（３）-８図 多様な人材の十分な能力の発揮につながる働き方の工夫について

○�　内部人材が多様化している企業では、「IT 等を活用した情報共有の徹底」「仕事の進め方などにつ
いて気軽に相談できるメンターを配置」「IT 等を活用した業務の標準化」等の取組が積極的に実施さ
れている傾向にある。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査」（2018 年）の
個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）　１�）左上図は企業調査票をもとに集計した結果となっており、「内部人材が多様化していない企業」とは企業の
多様化の状況について、「変わらない」「一様化がやや進んだ」「一様化が大幅に進んだ」と回答した企業を
指す。

　　　　　２�）複数回答の結果をまとめた。
　　　　　３�）右上図は正社員調査票をもとに集計した結果となっており、集計対象は５年前と現在を比較し、「労働生

産性が上昇している」と回答した正社員に限定している。
　　　　　４�）左下図は、「正社員が重要と考える働き方の工夫」から「企業が重要と考える働き方の工夫」を引いたもの。
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コミュニケーションを向上させる」「360 度評価の実施等、多様な立場にある評価者の意見が
人事評価に盛り込まれるようにする」において、企業より正社員の方が重要視していることで
生じているギャップが大きいことが分かる。
　両企業で生じているギャップの差をみると、「内部人材が多様化している企業」では、「内部
人材が多様化していない企業」と比較し、「IT 等を活用した情報共有の徹底」「仕事の進め方
などについて気軽に相談できるメンターを配置」「IT 等を活用した業務の標準化」「360 度評
価の実施等、多様な立場にある評価者の意見が人事評価に盛り込まれるようにする」などにお
いて、企業がより重要視していることから、労使で生じているギャップが小さくなっている傾
向にある。他方、同企業では、「セミナーなどを実施し、働き方に関する従業員の視野を広げる」
「多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所の整備」「チーム内の意思決定方法・意
思決定権者の明確化」では、正社員がより重要視していることから、労使で生じているギャッ
プが大きくなっている傾向にある。
　したがって、内部人材が多様化している企業では、引き続き「IT 等を活用した情報共有の
徹底」「IT 等を活用した業務の標準化」「仕事の進め方などについて気軽に相談できるメンター
を配置」「360 度評価の実施等、多様な立場にある評価者の意見が人事評価に盛り込まれるよ
うにする」などを推進しながら、当該企業の従業員が重要だと考える「セミナーなどを実施し、
働き方に関する従業員の視野を広げる」「多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所
の整備」「チーム内の意思決定方法・意思決定権者の明確化」といった取組も積極的に実施し
ていくことが重要である。また、今後、企業の内部人材の多様化を見込んでいる企業では、多
様な人材の十分な能力発揮につながるよう、こうした働き方の工夫にも積極的に取り組んでい
くことが重要であろう。

●従業員のストレスの軽減につながる雇用管理としては、「従業員間の不合理な待遇格差の解
消（男女間、正規・非正規間等）」「長時間労働対策やメンタルヘルス対策」「本人の希望を
踏まえた配属、配置転換」などが積極的に実施されている傾向にある

　次に、従業員のストレスの軽減につながる雇用管理 105 について検討していく。
　第２－（３）－９図は「正社員 106 のストレスが軽減されている企業」と「正社員のストレスが
上昇している企業」に分類し、実施している雇用管理の取組内容を比較している。
　まず、第２－（３）－９図の上図により、両企業の取組状況の差をみると、「正社員のストレス
が軽減されている企業」では、「正社員のストレスが上昇している企業」と比較し、「従業員間
の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」が 4.0％ポイント、「長時間労働対
策やメンタルヘルス対策」「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」が 3.5％ポイント、「育児・
介護・病気治療等により離職、休職された方への復職支援」が 3.0％ポイント、「業務遂行に伴
う裁量権の拡大」が 2.4％ポイント、「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」が 1.9％
ポイント、「人事評価に関する公正性、納得性の向上」が 1.8％ポイント実施割合が高くなって
おり、特にこれらの取組が積極的に実施されている傾向にある。
　第２－（３）－９図の下図により、企業の人材マネジメントの方針別にみると、「内部労働市場

105　�（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査」の企
業調査と正社員調査の個票を紐づけた上で分析している。

106　�正社員を調査対象としたデータを活用しているため、ここでは正社員に限定して議論している。
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第２-（３）-９図 正社員のストレスの軽減につながる雇用管理について

○�　ストレスが軽減されている企業では、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正
規間等）」「長時間労働対策やメンタルヘルス対策」「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」などに
積極的に取り組む企業が多い。
○�　人材マネジメント別にみると、内部労働市場型の企業では「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男
女間、正規・非正規間等）」などに、外部労働市場型の企業では「長時間労働対策やメンタルヘルス
対策」などに積極的に取り組む企業が多い。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査票・
正社員調査票）」（2018 年）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計
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型の人材マネジメント」を採用し、「正社員のストレスが軽減されている企業」では、同人材
マネジメントを採用し、「正社員のストレスが上昇している企業」と比較し、「従業員間の不合
理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）が 5.7％ポイント、「職場の人間関係やコミュ
ニケーションの円滑化」が 4.4％ポイント、「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」が 4.2％
ポイント、「有給休暇の取得促進」が 3.9％ポイント、「育児・介護・病気治療等により離職、
休職された方への復職支援」が 3.8％ポイント、「長時間労働対策やメンタルヘルス対策」「人
事評価に関する公正性、納得性の向上」が 2.8％ポイント、「能力開発機会の充実」が 2.7％ポ
イント実施割合が高くなっており、特にこれらの取組が積極的に実施されている傾向にある。
　「外部労働市場型の人材マネジメント」を採用し、「正社員のストレスが軽減されている企業」
では、同マネジメントを採用し、「正社員のストレスが上昇している企業」と比較し、「長時間
労働対策やメンタルヘルス対策」が 5.7％ポイント、「育児・介護・病気治療等により離職、休
職された方への復職支援」が 5.2％ポイント、「仕事と介護との両立支援」が 4.8％ポイント、「労
働時間の短縮や働き方の柔軟化」が 4.6％ポイント、「仕事と育児との両立支援」が 4.2％ポイ
ント、「有給休暇の取得促進」が 3.7％ポイント実施割合が高くなっており、特にこれらの取組
が積極的に実施されている傾向にある。
　以上のように、従業員のストレスの軽減につながる雇用管理としては、「従業員間の不合理
な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」「長時間労働対策やメンタルヘルス対策」「本
人の希望を踏まえた配属、配置転換」などが積極的に実施されている傾向にあるが、企業の人
材マネジメントの方針によって、従業員のストレスの軽減につながる雇用管理は異なる面もあ
るため、自社の方針に合わせた取組を積極的に推進していくことが重要である。

●従業員の仕事に対するモチベーションの向上につながる雇用管理としては、「労働時間の短
縮や働き方の柔軟化」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「本人の希望を踏ま
えた配属、配置転換」などが積極的に実施されている傾向にある

　さらに、従業員の仕事に対するモチベーションの向上につながる雇用管理 107 について検討
していく。
　第２－（３）－10 図は「正社員 108 の仕事に対するモチベーションが向上している企業」と「正
社員の仕事に対するモチベーションが低下している企業」に分類し、実施している雇用管理の
取組内容を比較している。
　まず、第２－（３）－10 図の上図により、両企業の取組状況の差をみると、「正社員の仕事に対
するモチベーションが向上している企業」では、「正社員の仕事に対するモチベーションが低
下している企業」と比較し「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」が 5.4％ポイント、「職場の人
間関係やコミュニケーションの円滑化」が 4.3％ポイント、「本人の希望を踏まえた配属、配置
転換」が 4.2％ポイント、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」
が 4.0％ポイント、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」が 3.7％ポイント実施割合が高くなっており、
特にこれらの取組が積極的に実施されている傾向にある。
　第２－（３）－10 図の下図により、企業の人材マネジメントの方針別にみると、「内部労働市場

107　�（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査」の企
業調査と正社員調査の個票を紐づけた上で分析している。

108　�正社員を調査対象としたデータを活用しているため、ここでは正社員に限定して議論している。
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型の人材マネジメント」を採用し、「正社員の仕事に対するモチベーションが向上している企業」
では、同マネジメントを採用し、「正社員の仕事に対するモチベーションが低下している企業」
と比較し、「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」が 5.8％ポイント、「職場の人間関係やコミュ
ニケーションの円滑化」が 4.5％ポイント、「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」が 3.9％
ポイント、「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」が 3.6％ポイ
ント、「育児・介護・病気治療等により離職、休職された方への復職支援」「能力開発機会の充
実」が 3.5％ポイント、「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」が 3.3％ポ
イント、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」が 3.2％ポイント実施割合が高くなっており、特にこ
れらの取組が積極的に実施されている傾向にある。
　「外部労働市場型の人材マネジメント」を採用し、「正社員の仕事に対するモチベーションが
向上している企業」では、同マネジメントを採用し、「正社員の仕事に対するモチベーション
が低下している企業」と比較し、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」が 9.8％ポイント、「職場の
人間関係やコミュニケーションの円滑化」が 7.5％ポイント、「能力・成果等に見合った昇進や
賃金アップ」が 6.7％ポイント、「有給休暇の取得促進」が 6.6％ポイント、「従業員間の不合理
な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」が 5.8％ポイント、「仕事と育児との両立支援」
が 4.6％ポイント、「仕事と介護との両立支援」が 4.2％ポイント、「採用時に職務内容を文書で
明確化」が 4.0％ポイント実施割合が高くなっており、特にこれらの取組が積極的に実施され
ている傾向にある。
　以上のように、従業員の仕事に対するモチベーションの向上につながる雇用管理としては、
「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「本人
の希望を踏まえた配属、配置転換」などが積極的に実施されている傾向にあるが、企業の人材
マネジメントの方針によって、従業員の仕事に対するモチベーションの向上につながる雇用管
理は異なる面もあるため、自社の方針に合わせた取組を積極的に推進していくことが重要である。
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第２-（３）-10図 正社員の仕事に対するモチベーションの向上につながる雇用管理について

○�　正社員の仕事に対するモチベーションが向上している企業では、「労働時間の短縮や働き方の柔軟
化」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」など
に積極的に取り組む企業が多い。
○�　人材マネジメント別にみると、内部労働市場型の企業では「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」な
どに、外部労働市場型の企業では「業務遂行に伴う裁量権の拡大」などに積極的に取り組む企業が多い。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査票・
正社員調査票）」（2018 年）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計
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コラム２－６ 業務上の目標設定・人事評価と従業員のモチベーションについて

　従業員の業務上の目標設定や人事評価が、従業員の仕事に対するモチベーションに与え
る影響については、様々な議論がなされているが、ここではその関係性について考察して
みよう。
　まず、コラム２－６図の左上図により、業務上の目標設定・人事評価と従業員の仕事に
対するモチベーションの関係性をみると、「従業員の目標設定があり、従業員が人事評価に
満足している」では、どの役職においても 109、仕事に対するモチベーションが低下してい
る従業員の割合より、仕事に対するモチベーションが向上している従業員の割合が高くなっ
ている。他方、「従業員の目標設定があるが、従業員が人事評価に満足していない」「従業
員の目標設定をしていない」では、どの役職においても、仕事に対するモチベーションが
向上している従業員の割合より、仕事に対するモチベーションが低下している従業員の割
合が高くなっている。
　このように、従業員の業務上の目標設定や、人事評価による目標管理の在り方が従業員
の仕事に対するモチベーションにも影響するものと考えられる。
　次に、コラム２－６図の右上図により、目標管理・指導の頻度と従業員の仕事に対する
モチベーションの関係をみると、「半年・年に１度」の頻度で目標指導・管理が実施されて
いる場合、仕事に対するモチベーションが低下している従業員の割合より、仕事に対する
モチベーションが向上している従業員の割合は高くなっており、目標指導・管理の頻度が「週
に１度」「毎日」と高まるほど、仕事に対するモチベーションが向上している従業員の割合
が高まっている。他方、目標設定はされているが、指導・管理されていない場合、仕事に
対するモチベーションが向上している従業員の割合よりも、仕事に対するモチベーション
が低下している従業員の割合が高くなっている。
　さらに、コラム２－６図の下図により、人事評価による目標管理の課題についても確認
する。人事評価に満足していない従業員が挙げている理由としては、「評価が不明瞭で、恣
意的になっている」が最も多く、次いで、「被評価者の仕事ぶりがよく把握されていない」「人
事評価の結果が、給与や昇進に適切に反映されていない」「評価結果に基づく評価者からの
指導・助言がない」「評価者が直属の上司しかおらず、評価が一面的」などが多いことが分
かる。
　総じてみると、従業員の仕事に対するモチベーションの向上、ひいては、企業の労働生
産性の向上につなげていくためにも、企業においては、従業員の業務上の目標を設定し、しっ
かりと従業員に共有した上で、上記のような課題の解決に取り組み、従業員の満足感につ
ながる人事評価によって目標管理をしていくことが重要である。その際には、業務負担を
勘案する必要があるが、可能な範囲で目標管理の頻度を高めていくことも重要な取組と考
えられる。

109　�ここでの仕事に対するモチベーションに関する D.I. については、企業規模別、性別、業種別、役職別の
違いを検証し、結果として、差異が大きかった属性である役職でコントロールした上で検討している。
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コラム２－６図　業務上の目標管理・人事評価と従業員の仕事に対するモチベーションについて

○�　従業員の目標設定があり、従業員が人事評価に満足している企業では、仕事に対するモチベーショ
ンが向上している従業員の割合が高く、目標管理・指導される頻度が高いほど仕事に対するモチベー
ションが向上している従業員の割合は高まっている。
○�　人事評価に満足していない従業員が挙げている理由としては、「評価が不明瞭で、恣意的になって
いる」が最も多くなっている。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査票・
正社員調査票）」（2018 年）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）　１�）モチベーション D.I. について、企業規模別・性別・業種別に属性をコントロールして検証してみたが、属
性の違いによる大きな違いはない。

　　　　　２�）右上図の集計対象は、「目標設定がある」と回答している者としている。
　　　　　３�）下図の集計対象は、「人事評価制度に満足していない」「どちらかと言えば満足していない」と回答してい

る者としており、回答項目の「その他」は図から割愛している。
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●限定正社員の基本給は、いわゆる正社員の方が高い企業が多いが、差はない企業も約４割と
なっている。また、昇進スピードや早期選抜制度の対象とするかについては、いわゆる正社
員と限定正社員で差を設ける企業と設けない企業でおおむね半々となっている

　これまで確認してきた様々な観点からの雇用管理において、「従業員間の不合理な待遇格差
の解消（男女間、正規・非正規間等）」や「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」が重要な
要素であったことを踏まえ、以下では、いわゆる正社員と限定正社員の間で生じている待遇差
等と、転勤をめぐる課題について、より詳細に分析していきたい。第１章でも指摘したように、
転勤を人材育成の一環として考える企業では、従業員の職業能力の向上につながる取組や、従
業員の転勤に関する満足度の向上につながる取組が重要となってくる。他方、転勤を人材育成
の一環として考えていない企業では、従業員の離職につながらないよう、不必要な転勤を減ら
すための取組が重要となってくるだろう。
　そこで、いわゆる正社員と限定正社員の間で生じている待遇差等について、第２－（３）－11
図により、基本給・昇進スピード等をめぐる状況を中心に整理していく。
　最初に、第２－（３）－11 図の左図により、いわゆる正社員と限定正社員の間で相互転換が可
能なのか確認すると、限定正社員のいる企業の 83.0％は「転換可能」となっているが、約
17.0％は「転換不可」となっており、限定正社員となると、いわゆる正社員に戻ることができ
ない企業も少なくないことが分かる。
　こうした中、第２－（３）－11 図の中図により、いわゆる正社員と限定正社員の間の基本給の
差をみると、「いわゆる正社員の方が高い」とする企業が 58.8％と多いものの、「基本給に差は
ない」とする企業も 39.7％となっている。また、限定正社員の基本給に差がある場合には、い

第２-（３）-11図 いわゆる正社員と限定正社員における処遇等の差異について

○�　いわゆる正社員と限定正社員の基本給に差がない企業は約４割であり、差がある企業における限定
正社員の基本給は、いわゆる正社員の８割超～９割以下である企業が最も多い。
○�　昇進スピードや早期選抜制度の対象とするかについては、いわゆる正社員と限定正社員との間に差
がない企業と、差を設けている企業はおおむね半々となっている。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査票）」
（2018 年）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）�　図は、限定正社員のいる 462 企業の回答結果を示している。
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わゆる正社員の基本給の「８割超～９割以下」が 44.3％と最も多く、次いで、「９割超」が
25.2％、「７割超～８割以下」が 23.7％となっている。
　さらに、第２－（３）－11 図の右図により、いわゆる正社員と限定正社員の間の昇進スピード
の差をみると、こちらは「いわゆる正社員の方が早い」と「昇進スピードに差がない」とする
企業の割合がおおむね同水準となっている。ただし、将来の幹部候補を早期選抜する制度があ
る場合、限定正社員は対象にならない企業は 47.3％となっている。
　以上のように、限定正社員がいる企業では、相互転換が可能な企業が多いが、限定正社員に
なると、いわゆる正社員に戻ることができない企業も少なくない。こうした中、基本給は、い
わゆる正社員の方が高い企業が多いが、差はない企業も約４割となっている。また、昇進スピー
ドや早期選抜制度の対象とするかについては、差を設ける企業と設けない企業でおおむね半々
となっている状況にあることが分かる。

●限定正社員という働き方を導入する際には、その必要性に関して職場内でしっかりと認識を
共有しながら、業務遂行方法の見直しも含めて、いわゆる正社員と限定正社員の間での待遇
差について、双方が納得できる在り方を労使で検討していくことが重要である

　ここまで、いわゆる正社員と限定正社員の間での待遇差の有無については、企業によって大
きく異なっていることを確認したが、重要なことは、いわゆる正社員と限定正社員の間での待
遇差の在り方は、限定正社員だけでなく、いわゆる正社員も含めた正社員全体に影響すること
である。
　この点を確認するため、第２－（３）－12 図の左図により、いわゆる正社員と限定正社員が双
方の働き方を比較した際の不満の有無をみると、限定正社員の 33.7％が不満を感じていること
に加えて、いわゆる正社員の 19.7％が不満を感じていることが分かる。
　そこで、第２－（３）－12 図の中図により、いわゆる正社員が不満に感じている具体的な事柄
をみると、「合理的な賃金差が設けられていない」が最も多く挙げられており、次いで、「労働
時間と比較して、業務量が過大になった」「合理的な昇進スピードの差が設けられていない」「限
定正社員への仕事の割振り・調整が難しくなった」「計画的な休暇が取得しづらくなった」等
が挙げられている。
　他方、第２－（３）－12 図の右図により、限定正社員が不満に感じている具体的な事柄をみると、
「不合理な賃金差がある」が最も多く挙げられており、次いで、「共有がしっかりとなされな
い情報が多い」「不合理な昇進スピードの差がある」「労働時間と比較して、業務量が過大になっ
た」等が挙げられている。
　第１章で確認したように、一人ひとりの意思や能力、個々の抱える事情に応じた多様で柔軟
な働き方を選択できるよう、限定正社員という働き方の重要性が高まっており、特に女性にお
いては、こうした働き方に対するニーズが存在している。一方で、いわゆる正社員・限定正社
員ともに、双方の働き方を比較すると、賃金や昇進スピードの差に加えて、労働時間や休暇、
日頃の業務遂行方法に関する内容など、様々な不満も生じてくることが分かる。したがって、
限定正社員という働き方の導入に当たっては、その必要性に関して職場内でしっかりと認識を
共有しながら、業務遂行方法の見直しも含めて、いわゆる正社員と限定正社員の間での待遇差
について、双方が納得できる在り方を労使で検討していくことが重要である。
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●転勤を経た後の職業能力や転勤経験の満足度の向上といった面からは、転勤命令を従業員の
意見・希望を踏まえて決定することや、転勤日まで余裕をもって従業員に打診することが有
用だと考えられる

　次に、転勤をめぐる課題について、より詳細に分析していきたい。ここでは、これまでの分
析結果を踏まえ、転勤を人材育成の一環として考える企業 110 を「転勤命令を会社主導ですべ
て決定する企業」と「転勤命令は社員の意見・希望を踏まえ決定する企業」に分類 111 し、新
卒者が入社後に転勤 112 が生じることが多い年次や企業が転勤前に従業員に打診する日の差異
によって、転勤を経た従業員の職業能力の変化や転勤経験の満足度に生じる差異について分析
していきたい。
　まず、第２－（３）－13 図の左図により、新卒者が入社後に転勤が生じることが多い年次をみ
ると、両企業とも「３年目以下」が約５割と最も多くなっており、次いで、「４・５年目」が
約４割弱、「６年目以降」が約１割強となっている。「転勤命令は社員の意見・希望を踏まえ決
定する企業」では、「転勤命令を会社主導ですべて決定する企業」と比較し、「３年目以下」の
割合がやや高くなっている。

110　�（独）労働政策研究・研修機構「企業の転勤の実態に関する調査」において、企業における転勤の目的
として「社員の人材育成」「幹部の選抜・育成」「顧客・社内の人脈形成」を選択している企業を指す。

111　�（独）労働政策研究・研修機構「企業の転勤の実態に関する調査」の企業調査と正社員調査の結果を紐
づけた上で分析しており、ここでの２つの分類は、正社員による評価に基づいている。

112　�ここでは、国内転勤に限って分析している。

第２-（３）-12図 いわゆる正社員と限定正社員が双方の働き方を比較した際の不満等

○�　いわゆる正社員と限定正社員が双方の働き方を比較した際に感じている不満としては、賃金や昇進
スピードに加えて、業務量や情報共有などの働き方に関係することも挙がっている。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査票）」
（2018 年）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）　１�）中図は、勤め先企業に限定正社員がいるいわゆる正社員 5,816 人のうち、職場の限定正社員の就労状況等
を踏まえ、不満を感じている 1,143 人の回答結果を示している。

　　　　　２�）右図は、限定正社員 808 人のうち、職場のいわゆる正社員の就労状況等を踏まえ、不満を感じている 272
人の回答結果を示している。
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　さらに、第２－（３）－13 図の右図により、転勤前の打診日の差異をみると、「転勤命令は社員
の意見・希望を踏まえ決定する企業」では、「１か月超」が 50.0％と最も多くなっており、「２
週間超～１か月以下」が 36.1％、「１日～２週間前」が 13.9％となっている。一方で、「転勤命
令を会社主導ですべて決定する企業」では、「１か月超」が 41.0％と最も多くなっており、「２
週間超～１か月以下」が 40.1％、「１日～２週間前」が 18.9％となっている。つまり、「転勤命
令は社員の意見・希望を踏まえ決定する企業」の方が、転勤日まで余裕をもって従業員に打診
している企業が多いことが分かる。
　こうした状況を踏まえ、第２－（３）－14 図の左図により、新卒者が入社後に転勤が生じるこ
とが多い年次の差異によって、国内転勤を経た後の職業能力の変化に差異が生じているのか確
認していこう。縦軸は D.I. を示しており、「直近の国内転勤を経て、現在の会社でのあなたの
職業能力はどう変化したか」といった質問項目に対して、「職業能力が上がった」と回答した
正社員の割合と「職業能力が下がった」と回答した正社員の割合との差分を示しており、プラ
スであれば、職業能力が上がった正社員の方が多いこととなる。同図によると、新卒者が入社
後に転勤が生じることが多い年次別にみたいずれの区分においても、「転勤命令を会社主導で
すべて決定する企業」より、「転勤命令は社員の意見・希望を踏まえ決定する企業」の方が D.I. の
水準が高くなっている。また、「転勤命令は社員の意見・希望を踏まえ決定する企業」では、
入社後３年目以下の若い時期に、国内転勤を経験している正社員の方が、職業能力が上がった
と考える者が相対的に多くなっている。これは、企業が従業員の意見・希望をよく考慮し、若
い時期から転勤することで様々な経験をしてみたいという意欲が高い者が選定され、国内転勤
を経験していることなどから生じている可能性が示唆される。他方、「転勤命令を会社主導で
すべて決定する企業」における D.I. の水準は、「４・５年目」が 75.3％ポイントと最も高くなっ
ており、より経験を積んだ年次において、国内転勤により職業能力が上がったと考える正社員

○�　新卒者が入社後に転勤が生じることが多い年次は、「３年目以下」が約５割と最も多くなっている。
○�　転勤前の打診日をみると、「転勤命令は社員の意見・希望を踏まえ決定する企業」は、「転勤命令を
会社主導ですべて決定する企業」より、転勤日までに余裕をもって従業員に打診している。

第２-（３）-13図 転勤命令の決定方法別にみた転勤をめぐる状況について

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「企業の転勤の実態に関する調査（企業調査票・正社員調査票）」（2017 年）の
個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）　１�）転勤を人材育成の一環と考える企業の回答結果をまとめている。転勤を人材育成の一環と考える企業とは、
転勤の目的に「社員の人材育成」「幹部の選抜・育成」「顧客・社内の人脈形成」を選択している企業を指す。

　　　　　２�）企業における転勤命令の決定方法については、勤め先企業に対する正社員の評価に基づき分類しており、
所属している正社員が「転勤命令は会社主導ですべて決められている」に「近い」「やや近い」と回答して
いる企業を指す。また、同様に所属している正社員が「転勤命令は社員の意見・希望を踏まえて決められて
いる」に「近い」「やや近い」と回答している企業を指す。
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が多いことが分かる。
　また、第２－（３）－14 図の中図により、転勤前の打診日の差異によって、直近の転勤経験の
満足度に変化が生じるのか確認してみよう。縦軸は、直近の転勤経験の満足度に関する D.I. を
示しており、いずれの区分においても、「転勤命令は社員の意見・希望を踏まえ決定する企業」
の方が D.I. の水準が高くなっている。つまり、こうした企業の方が、直近の転勤経験に満足し
ている従業員が多いことが分かる。加えて、こうした企業では、転勤日から余裕をもって従業
員に打診している方が D.I. の水準が高まっており、「１か月超」では、74.8％ポイントと最も
高くなっている。つまり、転勤経験の満足度を向上させるためには、従業員の意見・希望を踏
まえて決定することに加えて、転勤日まで余裕をもって従業員に打診することが有用だと考え
られる。
　最後に、第２－（３）－14 図の右図により、転勤を人材育成の一環と考えていない企業において、
転勤を減らすために講じている取組をみると、「現地採用社員の増加」が 42.4％で最も挙げら
れており、次いで「出張の増加」「IT 技術（テレビ会議等）の活用」などが挙げられている。
仮に、現地採用社員の増加が難しく、出張により従業員の業務負担が増加してしまう懸念があ
る場合には、IT 技術（テレビ会議等）の活用を通じて、不必要な転勤を減らしていくことも、
従業員の定着といった観点からは、有用な取組であるものと考えられる。

第２-（３）-14図 転勤命令の決定方法別にみた直近の転勤経験の満足度等について

○�　転勤を経た後の職業能力や転勤経験の満足度の向上といった面からは、転勤命令を社員の意見・希
望を踏まえ決定することや、転勤日まで余裕をもって従業員に打診することが有用だと考えられる。
○�　転勤を人材育成の一環と考えていない企業において転勤を減らすために講じている取組としては、
「現地採用社員の増加」「出張の増加」「IT 技術（テレビ会議等）の活用」などが多く挙げられている。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「企業の転勤の実態に関する調査（企業調査票・正社員調査票）」（2017 年）の
個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）　１�）転勤を人材育成の一環と考える企業の回答結果をまとめている。転勤を人材育成の一環と考える企業とは、
転勤の目的に「社員の人材育成」「幹部の選抜・育成」「顧客・社内の人脈形成」を選択している企業を指す。
転勤を人材育成の一環と考える企業とは、それ以外の企業を指す。

　　　　　２�）企業における転勤命令の決定方法については、勤め先企業に対する正社員の評価に基づき分類しており、
所属している正社員が「転勤命令は会社主導ですべて決められている」に「近い」「やや近い」と回答して
いる企業を指す。また、同様に所属している正社員が「転勤命令は社員の意見・希望を踏まえて決められて
いる」に「近い」「やや近い」と回答している企業を指す。

　　　　　３�）左図の３年目以下のサンプルサイズは 1,169 名となっており、「３年目」が 67.2％を占めている。
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コラム２－７ 新入社員が「働き方改革」で最も関心のある勤務形態について

　（公財）日本生産性本部が実施している「新入社員 春の意識調査」では、2017 年より、「働
き方改革」で最も関心のある勤務形態を把握している。
　コラム２－７図により、2018 年春に調査した結果をみると、男女計では「在宅勤務」が
26.1％と最も多く挙げられており、次いで、「転勤のない地域限定勤務」が 22.9％、「短時間
型勤務」が 20.1％、「サテライトオフィス等の施設利用型テレワーク制度」が 17.2％、「朝型
勤務」が 9.9％、「モバイルワーク制度」が 3.7％となっている。
　上位３つに着目し、男女別にみると、「在宅勤務」では、男性が 25.1％である一方で、女
性が 28.5％となっている。「転勤のない地域限定勤務」では、男性が 22.8％である一方で、
女性が 23.2％となっている。また、「短時間型勤務」では、男性が 18.1％である一方で、女
性が 24.7％となっている。
　つまり、新入社員が「働き方改革」で最も関心のある勤務形態として挙げられている上
位３つを男女別にみると、いずれにおいても女性の関心が高く、特に「短時間型勤務」では、
男女で 6.6％ポイントの差が生じており、女性の関心が強いことが分かる。
　また、ここまで検討してきた「転勤のない地域限定勤務」についても、男性では２位に、
女性では３位に挙がっており、男女ともに関心の高さがうかがえる結果となっている。

コラム２－７図　新入社員が「働き方改革」で最も関心のある勤務形態について

○�　新入社員が「働き方改革」で最も関心のある勤務形態をみると、男女計では「在宅勤務」「転勤の
ない地域限定勤務」「短時間型勤務」が上位３位となっている。

資料出所�　（公財）日本生産性本部「2018 年度 新入社員 春の意識調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）�　本調査のサンプルサイズは 1,914 となっている。
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●通常の従業員とは異なり、高度専門人材の特性を勘案し別途実施されている特別な雇用管理
としては、「職務内容を特定の分野に限定」「能力・成果に見合った賃金水準の提示」「採用
時に職務内容を文書で明確化」が多い

　ここからは、高度専門人材に対する「きめ細かな雇用管理」について検討していく。
　まず、第２－（３）－15 図の左図により、企業では、どのような仕事を高度専門人材に担って
もらっているのか整理していこう。同図によると、「総務・人事・経理・広報関係」が 27.6％
と構成比が最も高くなっており、次いで、「経営・管理」が 24.8％、「システム開発・設計」が
23.2％、「研究開発」が 22.7％、「生産・製造」が 17.7％、「販売・営業」が 15.4％と構成比が高
くなっている。
　次に、高度専門人材の獲得に向けて、高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途
行うことも有用な取組であることを指摘 113 してきたが、第２－（３）－15 図の中図により、その
具体的な取組を確認していこう。同図によると、「職務内容を特定の分野に限定」が 49.4％と
最も多く挙げられており、次いで、「能力・成果に見合った賃金水準の提示」が 43.6％、「採用
時に職務内容を文書で明確化」が 35.5％となっており、通常の従業員とは異なり、高度専門人
材の特性を勘案し別途実施されている特別な雇用管理としては、この３つを挙げる企業が多い
傾向にある。
　さらに、高度専門人材の確保といった観点だけでなく、労働生産性やモチベーションの向上
につなげるといった観点からすると、高度専門人材はどのような雇用管理が重要だと考えてい
るだろうか。この点について確認するため、第２－（３）－15 図の右図により、高度専門人材 114

と大卒人材が、労働生産性やモチベーションの向上につなげるために重要だと考える雇用管理
の取組について比較していく。同図によると、高度専門人材・大卒人材ともに、「人事評価に
関する公正性・納得性の向上」「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「本人の希望を踏
まえた配属、配置転換」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「労働時間の短縮や
働き方の柔軟化」などが多く挙がっている。
　両者の差をみると、高度専門人材では、大卒人材と比較し、「能力開発機会の充実」「経営戦
略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」
などが多く挙がっている傾向にある。つまり、高度専門人材の労働生産性やモチベーションの
向上という観点からは、こうした取組を積極的に推進していくことが重要であろう。

2 高度専門人材・高度外国人材に対する「きめ細かな雇用管理」

113　�第２‒（３）‒３図を参照。
114　�（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査」の正

社員調査を活用しており、ここでの高度専門人材は、最終学歴について修士・博士・専門職学位の課程
を修了し、現職について「管理職」「事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）」「技術系専門職（研
究開発、設計、SE 等）」「医療・福祉関係専門職」「教育関係専門職」のいずれかに該当する者を指す。

 　　�なお、構成比は、「技術系専門職（研究開発、設計、SE 等）」が 41.3％と最も高くなっており、次いで、
「管理職」が 31.8％、「事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）」が 15.5％となっている。
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●OECD諸国と比較すると、我が国の就業者に対する高度外国人材の新規流入者の割合は低
いが、近年の動向をみると、高度外国人材の受入れが促進されている

　次に、高度外国人材に対する「きめ細かな雇用管理」について検討していく。
　2017 年３月 28 日に決定された「働き方改革実行計画」では、「我が国経済社会の活性化に
資する専門的・技術的分野の外国人材を更に積極的に受け入れていくためには、外国人材にとっ
ても魅力ある就労環境等を整備していく必要がある」とされている。今後、我が国において高
度専門人材（スペシャリスト）に対するニーズが高まっていく見込み 115 である中、高度外国
人材の受入れをより一層促進していくためにも、そのニーズに応じた「きめ細かな雇用管理」
により、高度外国人材にとっても魅力ある就労環境等を整備していく必要がある。
　こうした認識の下、高度外国人材を取り巻く状況について幅広く概観し、整理していきたい。
まず、OECD のデータを用いながら、長期的な滞在が見込まれる高度外国人材を含む「就
労 116」の区分に着目し、新規流入者数を国際比較してみよう。
　第２－（３）－16 図の上図により、2014 年時点の「就労」の区分における新規流入者数の水準

115　�第２‒（１）‒27 図を参照。

第２-（３）-15図 高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理等について

○�　通常の従業員とは異なり、高度専門人材の特性を勘案し別途実施されている特別な雇用管理として
は、「職務内容を特定の分野に限定」「能力・成果に見合った賃金水準の提示」「採用時に職務内容を
文書で明確化」が多い。
○�　労働生産性やモチベーションの向上につなげるための雇用管理として、「能力開発機会の充実」「経
営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」を重要と考える高度専門人材が相対的に多い。

資料出所�　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査票・
正社員調査票）」（2018 年）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）　１�）高度専門人材とは、修士・博士課程等を修了し、ある特定の分野における高度かつ専門的な技術、技能、
知識、実務経験、指導経験等を有する人材を指す。

　　　　　２�）中図は、高度専門人材である日本人又は外国人のいずれか若しくは両方について、特別な雇用管理を別途
していると回答した企業が取り組む雇用管理の実施割合を示している。

　　　　　３�）左図、中図は該当する全てに対する複数回答、右図は上位５つの複数回答をまとめている。
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116　�OECD International Migration Statistics では、Migrants を「Permanent Migrants」と「Temporal 
Migrants」に大別している。さらに、「Permanent Migrants」は「Work」「Family」「Humanitarian」
「Free movement」「Other」と分類され、ここで扱う「就労」とは「Work」に分類される者を指す。
「Work」 の 定 義 に つ い て は、OECD(2007) “ Standardised statistics on immigrant inflows results, 
sources and methods” によると、受入国側が長期的な滞在が見込まれると判断する者であって、必ず
しも期限の定めのない在留資格を得ていることが要件となっている訳ではなく、在留資格の更新を重ね
て、永住権を得られる可能性が、通常のルートとして想定されている者とされている。OECD(2007) に
よると、我が国における「Work」には、「投資・経営」「技術」「人文知識・国際業務」「技能」の在留
資格をもつ高度外国人材、また、就労目的の在留資格に変更した外国人留学生が含まれる。

 　　�なお、出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律の改正に伴い、2015 年４月１日より、「投資・
経営」は「経営・管理」に、「技術」と「人文知識・国際業務」は一本化し「技術・人文知識・国際業務」
に変更されている。

第２-（３）-16図 「就労」の区分における新規流入者数の国際比較について

○�　「就労」の区分における新規流入者数は、「カナダ」「米国」「英国」「オーストラリア」といった英
語圏が多い。日本は、2014年時点で約2.9 万人と「フランス」よりやや多く、「ドイツ」とおおむ
ね同水準となっている。
○�　就業者に対する新規流入者の割合は、「オーストラリア」「ニュージーランド」「カナダ」といった
英語圏で高い。日本は、2014年時点で約0.04％と、OECD各国と比較すると相対的に低水準となっ
ている。

資料出所�　OECD.Stat をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１�）2004 年の数値について、ベルギーは 2005 年、フィンランドは 2006 年の値により代用している。
　　　　　２�）2004 年のスペインについては、値が公表されていないため算出できない。
　　　　　３�）下図の分母である就業者数は、各国の国民経済計算ベースの数値を活用している。

78.1
71.0

64.4 61.6

48.5

31.6 29.3 27.9
22.9

11.9 11.7
7.9 6.1 4.9 4.8 4.0 3.7 3.7 1.9 1.4 1.2

0

90

80

70

60

50

40

30

20

10

（千人）

韓
国

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ス
イ
ス

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ベ
ル
ギ
ー

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ポ
ル
ト
ガ
ル

デ
ン
マ
ー
ク

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

オ
ラ
ン
ダ

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

日
本

ス
ペ
イ
ン

イ
タ
リ
ア

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

英
国

米
国

カ
ナ
ダ

「就労」の区分における新規流入者数

2014年2004年

0.52 0.50
0.45

0.29

0.21 0.21 0.20
0.17

0.14 0.14 0.13 0.12 0.10 0.08 0.08 0.07 0.06 0.05 0.04 0.04
0.00

0

0.7

0.6

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

韓
国

ス
イ
ス

日
本

米
国

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ド
イ
ツ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

フ
ラ
ン
ス

ベ
ル
ギ
ー

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ポ
ル
ト
ガ
ル

ノ
ル
ウ
ェ
ー

オ
ラ
ン
ダ

ス
ペ
イ
ン

イ
タ
リ
ア

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

英
国

デ
ン
マ
ー
ク

カ
ナ
ダ

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

「就労」の区分における新規流入者割合（就業者に対する新規流入者の割合）（％）

2014年2004年

214

第Ⅱ部　働き方の多様化に応じた人材育成の在り方について



を国際比較すると、「カナダ」「米国」「英国」「オーストラリア」といった英語圏が上位を占め
ている。我が国は、2014 年時点で約 2.9 万人となっており、「フランス」より受入人数がやや
多く、「ドイツ」とおおむね同水準となっている。また、2004 年時点の同値と比較すると、「米
国」「英国」を除き、我が国も含めた多くの国で新規流入者数が増加している。
　「就労」の区分における新規流入者数の水準を国際比較すると、我が国の受入人数は「ドイツ」
とおおむね同水準であったが、より正確に比較するためには、各国の労働市場の規模を勘案す
る必要がある 117。そこで、第２－（３）－16 図の下図により、就業者を分母とし、新規流入者を
分子とした割合で国際比較すると、「オーストラリア」「ニュージーランド」「カナダ」といっ
た英語圏が上位を占めている。他方、「米国」では、「就労」の区分における新規流入者数の水
準は高いが、自国民を含めた労働市場の規模が大きいことを勘案すると、就業者に対する新規
流入者の割合は低くなっており、必ずしも積極的に受け入れている訳ではない。同様に、我が
国も就業者に対する新規流入者の割合は低くなっている。また、2004 年時点の同値と比較す
ると、「オーストラリア」「ニュージーランド」「カナダ」などでは割合が上昇しているが、我
が国では、この間大きな変化が生じていないことが分かる。
　長期的な滞在が見込まれる高度外国人材を含む「就労」の区分は、各国の入国管理制度の考
え方等によっても値が異なることから、国際比較の際には一定の幅をもってみる必要があるも
のの、OECD 諸国と比較すると、我が国の就業者に対する高度外国人材の新規流入者の割合
は低いことが分かる。
　しかしながら、第２－（３）－17 図により、これまで確認してきた値について、我が国におけ
る 2015 年以降の状況を確認すると、新規流入者数の水準・就業者に対する新規流入者の割合
ともに、大きく増加・上昇していることが分かる。また、より長期的な動向をみると、これら
の値は、リーマンショックなどの影響により、2009 年と 2010 年に大きく落ち込んでいるが、
2015 年にはリーマンショック前の水準を超え 118、2016 年においても引き続き増加・上昇が続
いている。
　総じてみると、OECD 諸国と比較し、我が国の就業者に対する高度外国人材の新規流入者
の割合は低いが、近年では、高度外国人材の受入れが促進されていることが示唆される。

●「情報通信業」「卸売業，小売業」「製造業」「学術研究，専門・技術サービス業」などを中
心に、専門的・技術的分野の外国人労働者は趨勢的に増加傾向にあり、2016年には20
万人をはじめて突破し、2017年には3.7 万人と過去最大の増加幅となった

　OECD のデータ等を活用した「就労」の区分における新規流入者数からは、高度外国人材
の受入れが促進されていることが示唆されたが、我が国において就労が認められる在留資格の
一部の動向であったことに加えて、フローの動向を示していたことから、次に、我が国におけ
るストックの動向として、就労目的で在留が認められる外国人労働者（以下「専門的・技術的
分野の外国人労働者」という。）の動向について概観していこう。
　まず、第２－（３）－18 図の左図により推移を確認すると、専門的・技術的分野の外国人労働
者数は、2010 年以降、趨勢的に増加傾向にあり、2016 年には 20 万人を初めて突破し、2017

117　�例えば、新規流入者数が 100 人である２つの国があり、一方の国は就業者 5,000 万人規模の労働市場を
もつが、もう一方の国は就業者 1,000 万人規模の労働市場をもっている場合、後者の国の方が、新規流
入者数の受入れには積極的であると評価できるだろう。

118　2015 年４月１日に創設された在留資格「高度専門職」を含めたことに留意が必要である。
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年には 3.7 万人と過去最大の増加幅となった。
　次に、第２－（３）－18 図の右図により、どのような産業で専門的・技術的分野の外国人労働
者が増加しているのか、確認してみよう。2017 年における産業別の労働者数をみると、「情報
通信業」が 4.0 万人と最も多くなっており、次いで、「製造業」が 3.7 万人、「卸売業，小売業」
が 3.4 万人、「教育，学習支援業」が 2.8 万人、「学術研究，専門・技術サービス業」が 2.6 万人、
「サービス業（他に分類されないもの）」が 2.5 万人、「宿泊業，飲食サービス業」が 1.6 万人
と多い状況にある。
　また、2010 年と 2017 年の産業別の労働者数を比較すると、「情報通信業」「卸売業，小売業」
が 2.1 万人と最も増加しており、次いで、「製造業」が 2.0 万人増、「学術研究，専門・技術サー
ビス業」「サービス業（他に分類されないもの）」が 1.5 万人増、「宿泊業，飲食サービス業」
が 1.0 万人増、「教育，学習支援業」が 0.9 万人増となっている。
　さらに、これらの産業における専門的・技術的分野の外国人労働者数の増加は、国内のどの
地域で生じているのか、確認してみよう。
　第２－（３）－19 図の上図は、「雇用者に占める専門的・技術的分野の外国人労働者の割合」に
ついて、上記の産業ごとに 47 都道府県の 2015 年 119 の値を算出し、その値の分布状況を整理
している。まず、全産業でみると、最大値は「東京都」の 2.0％となっており、次点が「愛知県」
の 0.4％、中央値が「長崎県」の 0.1％となっている。各産業でみると、いずれの産業において
も「東京都」が最大値となっており、特に「情報通信業」や「学術研究，専門・技術サービス
業」では、「東京都」が突出して高いことが分かる。つまり、「東京都」では、その他の都道府
県と比較し、分母である雇用者数が大きいことを踏まえると、「情報通信業」や「学術研究，
専門・技術サービス業」では、多くの専門的・技術的分野の外国人労働者が就労していること
が分かる。

119　総務省「国勢調査」を活用しているため、現時点では、2015 年が最新となっている。

第２-（３）-17図 OECDの「就労」の区分に相当する新規流入者数の近年の動向について

○�　OECDの「就労」の区分に相当する新規流入者数の近年の動向をみると、2014年以降流入が活
発化している。

資料出所�　法務省「出入国管理統計」「留学生の日本企業等への就職状況について」、OECD.Stat、内閣府「国民経済計算」
をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

　　（注）　１�）2015 年以降は、在留資格「高度専門職」を含めている。
　　　　　２�）右図における分母である就業者数は、内閣府「国民経済計算」の数値を活用している。
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　他方、「宿泊業，飲食サービス業」に注目すると、「東京都」と次点である「愛知県」との乖
離が 0.5％ポイントと相対的に小さくなっている。「東京都」の割合の水準が低いといった要因
もあるが、次点である「愛知県」に続き、「岐阜県」が 0.7％、「沖縄県」「熊本県」「福岡県」
が 0.5％となっており、地方圏におけるインバウンド需要 120 等のため、相対的に専門的・技術
的分野の外国人労働者を受け入れていることも要因の１つだと考えられる。
　また、第２－（３）－19 図の下図により、2010 年と 2015 年における「雇用者に占める専門的・
技術的分野の外国人労働者の割合」の変化分について、同様に分布状況を整理している。まず、
全産業でみると、最大値は「東京都」の 0.78％ポイントとなっており、次点が「沖縄県」の 0.12％
ポイント、中央値が「福井県」の 0.03％ポイントとなっている。各産業でみると、いずれの産
業においても「東京都」の上昇分が最大値となっており、特に「情報通信業」や「学術研究，
専門・技術サービス業」では、「東京都」が突出して高いことが分かる。つまり、「東京都」の
「情報通信業」や「学術研究，専門・技術サービス業」では、分母である雇用者数が増加 121

しており、その増加分を上回るほど、専門的・技術的分野の外国人労働者が増加していること
が分かる。他方、「宿泊業，飲食サービス業」については、「東京都」と次点である「愛知県」
との乖離が 0.10％ポイントとかなり小さくなっている。次点である「愛知県」に続き、「熊本県」
が 0.47％ポイント上昇、「岐阜県」が 0.43％ポイント上昇、「静岡県」が 0.26％ポイント上昇、「福

120　�観光庁「宿泊旅行統計調査」により、2015 年における外国人延べ宿泊者数をみると、愛知県は 47 都道
府県のうち８位、岐阜県は 14 位、沖縄県は５位、熊本県は 18 位、福岡県は７位となっており、インバ
ウンド需要が高いものと考えられる。また、岐阜県と熊本県では、他の６つの産業と比較すると、宿泊
業，飲食サービス業における「雇用者に占める専門的・技術的分野の外国人労働者の割合」が最も高い。

121　�総務省「国勢調査」の 2010 年と 2015 年を比較すると、東京都では、「情報通信業」の雇用者数は
20,649 人増加しており、「学術研究，専門・技術サービス業」の雇用者数は 11,030 人増加している。

第２-（３）-18図 専門的・技術的分野の外国人労働者の概況について

○�　「情報通信業」「卸売業，小売業」「製造業」「学術研究，専門・技術サービス業」などを中心に、専
門的・技術的分野の外国人労働者は趨勢的に増加傾向にあり、2016年には 20万人を初めて突破し、
2017年には 3.7 万人と過去最大の増加幅となった。

資料出所�　厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　2015 年以降は、在留資格「高度専門職」を含めている。
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第２-（３）-19図 地域別・産業別にみた専門的・技術的分野の外国人労働者の動向

○�　「全産業」における雇用者に占める専門的・技術的分野の外国人労働者の割合及びその変動は、「東
京都」が突出して高い。
○�　「情報通信業」「学術研究、専門・技術サービス業」では「東京都」と次点との差が大きくなってい
る一方で、「宿泊業，飲食サービス業」では「東京都」と次点との差が小さい。

資料出所�　厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」、総務省統計局「国勢調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事
官室にて作成

　　（注）　１�）2015 年以降は、在留資格「高度専門職」を含めている。
　　　　　２�）表の（　）は各地域における値を示している。
　　　　　３�）下図は、2010 年から 2015 年にかけての変動を示している。
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（％） 雇用者に占める専門的・技術的分野の外国人労働者の割合（2015年時点）
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最大値 次点 中央値
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（％ポイント）
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岡県」が 0.24％ポイント上昇しており、同様に地方圏におけるインバウンド需要等が増加要因
の１つだと考えられる。
　総じてみると、「情報通信業」「卸売業，小売業」「製造業」「学術研究，専門・技術サービス
業」などを中心に、専門的・技術的分野の外国人労働者は趨勢的に増加傾向にあり、2016 年
には 20 万人を初めて突破し、2017 年には 3.7 万人と過去最大の増加幅となった。国内の地域
別にみると、「情報通信業」「学術研究，専門・技術サービス業」を中心に、東京都において専
門的・技術的分野の外国人労働者の増加が著しい状況にある。他方、「宿泊業，飲食サービス業」
における専門的・技術的分野の外国人労働者の受入れについては、地方圏におけるインバウン
ド需要等の影響もあり、東京都と他県における乖離は小さい状況にある。

●専門的・技術的分野における新規入国者は、「中国」「ベトナム」「インド」「韓国」「フィリ
ピン」において、近年の増加が著しく、また、「米国」においても緩やかに増加している

　ここまで、専門的・技術的分野の外国人労働者が趨勢的に増加傾向にあることを確認してき
たが、我が国にこうした人材を引き付ける誘因としては、どのような要素が考えられるだろう
か。そこで、ここからは専門的・技術的分野における新規入国者に対する誘因について検討し
ていく。
　まず、第２－（３）－20 図により、世界の地域別や国別に、専門的・技術的分野における我が
国への新規入国者の動向を確認しておこう。
　第２－（３）－20 図の左図により、世界の地域別に我が国への新規入国者をみると、2016 年に
おいては「アジア」が大宗を占めており、近年の増加も著しいことが分かる。他方、2013 年
以降「北アメリカ」「ヨーロッパ」においても、緩やかに増加している。
　そこで、第２－（３）－20 図の右図により、「アジア」「北アメリカ」の主要国を中心に動向を
みると、2016 年においては「中国」が大宗を占めており、近年の増加も著しいことが分かる。

第２-（３）-20図 地域別にみた専門的・技術的分野の新規入国者数の動向について

○�　専門的・技術的分野における新規入国者は、「中国」「ベトナム」「インド」「韓国」「フィリピン」
において、近年の増加が著しく、また、「米国」においても緩やかに増加している。

資料出所�　法務省「出入国管理統計」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１�）在留資格「興行」を除いた値となっている。
　　　　　２�）2015 年以降は、在留資格「高度専門職」を含めている。
　　　　　３�）左図において、南アメリカ、アフリカは人数が僅少であったことから割愛している。
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加えて、「アジア」では、「ベトナム」「インド」「韓国」「フィリピン」において近年の増加が
著しく、「北アメリカ」では、「米国」が緩やかに増加している。

●専門的・技術的分野の外国人労働者の受入れを促進する誘因としては、経済成長（GDPの
向上）に取り組んでいくこと、二国間の貿易や新たな技術開発等に向けた研究開発投資を活
発化させる等、彼らが活躍することのできるフィールドを広げていくこと、長時間労働の是
正等の雇用管理の改善に取り組んでいくことが挙げられる

　世界の地域別に我が国への新規入国者をみると、「アジア」が大宗を占めており、近年の増
加も著しいことを確認した。一般的に、人が国際移動する誘因としては、移動先での所得水準
が高いこと、安全性が高いこと、母国から移動先の距離が短いことなどがあり、とりわけ母国
よりも移動先での所得や GDP の水準が高いことが、国際移動を決定する際に重要視されると
いった研究が蓄積されている 122。

122　�萩原里紗・中島隆信（2014）「人口減少下における望ましい移民対策―外国人受け入れの経済分析をふ
まえての考察―」（（独）経済産業研究所 D.P.14－J－018）や Barry R.Chiswick and Paul W. Miller(2015) 
“The Economics of International Migration.”（ELSEVIER）を参照。

第２-（３）-21図 専門的・技術的分野の新規入国者数と二国間GDPの差について

○�　母国から我が国に移動すると得られる可能性がある経済的な豊かさが大きくなっている局面では、
専門的・技術的分野の新規入国者数の上昇率も高まっていることが多く、両者には一定の相関がある
ことがうかがえる。

資料出所�　法務省「出入国管理統計」、OECD.Stat をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１�）2015 年以降は、在留資格「高度専門職」を含めている。
　　　　　２�）「二国間の GDP の乖離幅の対前年変化率」は、我が国と出身国の一人当たり実質 GDP の差分（購買力平

価により換算）の対前年変化率を指している。
　　　　　３�）数値は後方３箇年移動平均となっている。
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　これを踏まえ、第２－（３）－21 図では、アジアの国々を中心に、専門的・技術的分野の新規
入国者数の変化率と、母国と我が国との間で生じている一人当たり GDP の乖離幅の変化率の
推移を整理している。同図によると、母国と我が国との間で生じている一人当たり GDP の乖
離幅が上昇している局面、すなわち、母国から我が国に移動すると得られる可能性がある経済
的な豊かさが大きくなっている局面では、専門的・技術的分野の新規入国者数の上昇率も高まっ
ていることが多く、両者には一定の正の相関があることがうかがえる。
　そこで、専門的・技術的分野の外国人労働者を我が国に引き付ける誘因について、計量分析
により検討していく。被説明変数は、専門的・技術的分野の新規入国者数の変化率とし、説明
変数は「母国と我が国との間で生じている一人当たり GDP の乖離幅」に加えて、「母国の 15
～34 歳人口の変化率」「二国間の貿易総額の変化率」「我が国の研究開発費の対 GDP 比率」「我
が国の有効求人倍率」「我が国の年間総実労働時間の変化率」「我が国においてフレックスタイ
ム制を採用している企業割合」を盛り込んでいる 123。
　分析の詳細な内容については、付注１を参照して頂き、ここでは、第２－（３）－22 図により、
推計結果を確認していく。まず、「二国間で生じている一人当たり GDP の乖離幅」については、
統計的有意にプラスになっており、先行研究と同様に、新規入国者に対してプラスの誘因となっ
ている。また、「母国の 15～34 歳人口の変化率」「二国間の貿易総額の変化率」「我が国の研究
開発費の対 GDP 比率」についても、統計的有意にプラスになっており、母国の 15～34 歳人
口の増加により海外での就労を検討する若年層の母集団が大きくなるほど、また、二国間の貿
易や新たな技術開発等に向けた研究開発投資が活発化し、専門的・技術的分野の外国人労働者
が活躍することのできるフィールドが広がるほど、新規入国者に対してプラスの誘因となるこ
とが分かる。さらに、「我が国の有効求人倍率」についても、統計的有意にプラスになっており、
雇用情勢が改善していることもプラスの誘因となっている。「我が国の年間総実労働時間の変
化率」「我が国においてフレックスタイム制を採用している企業割合」については、前者が負
の相関、後者が正の相関となっており、長時間労働の是正や柔軟な働き方が進展し、様々なチャ
ンネルを通じて海外に発信・口頭伝達され、新規入国者に対してプラスの誘因となっているも
のと考えられる。
　総じてみると、専門的・技術的分野の外国人労働者の受入れを促進する誘因としては、先行
研究と同様に、経済成長（GDP の向上）に取り組んでいくことが重要であり、これに加えて、
二国間の貿易や新たな技術開発等に向けた研究開発投資を活発化させる等、彼らが活躍するこ
とのできるフィールドを広げていくことも重要である。また、長時間労働の是正や柔軟な働き
方の推進等といった雇用管理の改善に取り組んでいき、様々なチャンネルを通じて海外に発信・
口頭伝達していくことも重要な取組となるといえるだろう。

123　�我が国における「年間総実労働時間の変化」や「フレックスタイム制の採用に関する変化」が、様々な
チャンネルを通じて海外に発信・口頭伝達され、我が国での就労を検討している外国人が情報を受け取
り、その変化を魅力的と感じた外国人に対して誘因になるといった経路等を想定している。
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●「英語などでも働ける就労環境の整備」「テレワークなどの柔軟な働き方」「能力・業績に応
じた報酬」「キャリアアップできる環境」では、「満足している」より「改善すべき」と考え
ている高度外国人材が多い

　高度外国人材の受入れを促進するに当たって、長時間労働の是正や柔軟な働き方の推進等と
いった雇用管理の改善に取り組んでいくことも重要な要素であることを確認してきたが、以下
では、高度外国人材の就労環境の満足度につながる具体的な雇用管理を検討していきたい。
　まず、第２－（３）－23 図の左図により、我が国で就労している高度外国人材の就労環境への
満足度を確認すると、「不満である」が 11.6％、「どちらとも言えない」が 20.9％、「満足して
いる」が 67.5％となっていることが分かる。
　さらに、第２－（３）－23 図の右図により、現在の就労環境を踏まえ、10 項目の雇用管理につ
いて、高度外国人材が満足しているのか、あるいは、改善すべきと考えているのか確認してみ
よう。同図によると、満足している項目としては、「ワーク・ライフ・バランスの達成のしや

第２-（３）-22図 専門的・技術的分野の新規入国者に対する誘因について

○�　専門的・技術的分野の外国人労働者の受入れを促進する誘因としては、経済成長（GDPの向上）
に取り組んでいくこと、二国間の貿易や新たな技術開発等に向けた研究開発投資を活発化させる等、
彼らが活躍することのできるフィールドを広げていくこと、長時間労働の是正等の雇用管理の改善に
取り組んでいくことが挙げられる。

資料出所�　厚生労働省「就労条件総合調査」「職業安定業務統計」、財務省「貿易統計」、OECD. Stat、World Bank‟World 
Development Indicator”をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

　　（注）　１�）専門的・技術的分野の新規入国者数の変化率を被説明変数とするパネル推計を実施した。推計期間は 1991
年から 2016 年となっており、23ヶ国を分析対象としている。ハウスマン検定の結果、全ての推計式で固定
効果モデルを使用しており、具体的な推計式の内容については付注１を参照。

　　　　　２�）いずれも統計的有意となっている。具体的な有意水準については付注１を参照。
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（3）推計式③
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すさ」が 49.1％と最も高くなっており、次いで、「自身の専門性を生かせる部門への配置・異動」
が 48.8％、「仕事の内容の明確化（ジョブディスクリプション整備）」が 48.3％と相対的に高く
なっている。他方、改善すべき項目としては、「英語などでも働ける就労環境の整備」が
43.0％と最も高くなっており、次いで、「キャリアアップできる環境」が 40.2％、「テレワーク
などの柔軟な働き方」「能力・業績に応じた報酬」が 39.9％と相対的に高くなっている。さらに、
「満足している」より「改善すべき」と考えている高度外国人材の割合が高い項目は、「英語
などでも働ける就労環境の整備」「テレワークなどの柔軟な働き方」「能力・業績に応じた報酬」
「キャリアアップできる環境」となっている。

●「キャリアアップできる環境」「自身の専門性を生かせる部門への配置・異動」「ワーク・ラ
イフ・バランスの達成」「テレワークなどの柔軟な働き方」に関して改善すべきと考えてい
る高度外国人材は、就労環境への満足度の低下幅が大きいことから、その改善に取り組むこ
とで、就労環境への満足度を向上させていくことが重要である

　高度外国人材の就労環境への満足度と、10 項目の雇用管理に関する意識を確認したが、あ
る雇用管理について「改善すべき」と考えていたとしても、それが現在の就労環境に対する不
満につながっているのかは、明らかではない。そこで、（株）中外「高度外国人材が雇用管理
改善を望む事項についてのアンケート調査」（2017 年）の個票を用いて、10 項目の雇用管
理 124 に関して「改善すべき」と考えていること等が、高度外国人材の就労環境への満足度に

124　�10 項目の雇用管理を分析対象としているが、「昇給のための基準の明確化」と「能力・業績に応じた報
酬」については多重共線性が懸念されたので、いずれかについて改善すべきと考えている場合を１とす
るダミー変数としてまとめている。

第２-（３）-23図 現在の就労環境に対する高度外国人材の意識について

○�　高度外国人材の67.5％は現在の就労環境に満足している。また、「英語などでも働ける就労環境
の整備」「テレワークなどの柔軟な働き方」「能力・業績に応じた報酬」「キャリアアップできる環境」
では、「満足している」より「改善すべき」と考えている高度外国人材が多い。

資料出所�　（株）中外「高度外国人材が雇用管理改善を望む事項についてのアンケート調査」（2017 年度厚生労働省委託事
業）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）�　右図の数値は、各項目における有効回答数を分母にした割合になっており、各項目によって異なるが、サンプ
ルサイズは 1,400 人前後となっている。
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与える影響について計量分析を行う。具体的には、高度外国人材の就労環境への満足度に関す
る回答について、「（満足）＝ ５」「（やや満足）＝ ４」「（どちらでもない）＝ ３」「（やや不満）
＝ ２」「（不満）＝ １」とする変数を被説明変数とする順序ロジット分析 125 を行っていく。コ
ントロールした様々な要因や、分析の詳細な内容については、付注２を参照していただき、第
２－（３）－24 図により説明変数に盛り込んだ「年収」「１週間の就業時間」「有給休暇の総取得
日数」「最終学歴」「10 項目の雇用管理に対して改善すべきと考えていること」が、被説明変
数に与える影響について、順次整理していく。
　まず、「年収」については、「299 万円以下」と回答した高度外国人材と比較すると、年収が
高い階級において、統計的有意に高度外国人材の就労環境への満足度が高まっており、特に
「1,000 万円」における高まりが強いことが分かる。
　「１週間の就業時間」については、「30 時間未満」と回答した高度外国人材と比較すると、「50
～54 時間」では、統計的有意ではないものの、就労環境への満足度を低下させる方向になっ
ており、「55 時間以上」では、統計的有意に就労環境への満足度を低下させている。つまり、
長時間労働の是正により、高度外国人材の就労環境への満足度の低下を防ぐことが重要である。
　「有給休暇の総取得日数」については、「０日」と回答した高度外国人材と比較すると、有給
休暇の総取得日数が多い高度外国人材ほど、統計的有意に就労環境への満足度を上昇させてい
る。つまり、有給休暇の取得促進により、高度外国人材の就労環境への満足度を向上させてい
くことも重要である。
　「最終学歴」については、海外の大学院（修士課程・博士課程）と比較すると、「海外の専門
学校・短期大学・高等専門学校 126」と「日本の大学」において、統計的有意に高度外国人材
の就労環境への満足度が高まっている。特に、「日本の大学」については、外国人留学生であっ
た高度外国人材が、我が国企業等への就職を目的とし在留資格変更許可申請をしたものと考え
られ、留学中に日本の雇用慣行への理解が相対的に深まったこと等 127 から、海外の大学院（修
士課程・博士課程）と比較すると、就労環境への満足度が高くなっている可能性が考えられる。
　「10 項目の雇用管理に対する改善すべきとの回答」については、「ＩＣＴの活用など業務の
効率化」と「英語などでも働ける就労環境の整備 128」を除き、いずれの項目においても、統
計的有意に就労環境への満足度を低下させている。特に、「キャリアアップできる環境」「自身
の専門性を生かせる部門への配置・異動」「ワーク・ライフ・バランスの達成のしやすさ」「テ
レワークなどの柔軟な働き方」について改善すべきと考えている高度外国人材は、就労環境へ
の満足度の低下幅が大きいことから、その改善に取り組むことで、就労環境への満足度を向上
させていくことが重要だといえるだろう。

125　�順序ロジットモデル（ordered logit model）は、被説明変数のとりうる値が連続変数ではなく、数通り
の限られた値しかとらない離散変数であり、選択肢が３つ以上、かつ、それらに何らかの順序がある場
合に適用するモデルである（山本勲（2015）「実証分析のための計量経済学：正しい手法と結果の読み方」
（中央経済社））。

126　サンプルサイズが必ずしも大きい訳ではないので、一定の幅をもって解釈する必要がある。
127　�年収、就業時間、語学力などの様々な要因でコントロールされており、今回の調査における質問項目で

は、把握されていない個人が備える要素が影響しているものと考えられる。
128　�「英語などでも働ける就労環境の整備」については、高度外国人材から改善すべきとの回答が多かった

が、今回の分析対象である高度外国人材の日本語力をみると、Ｎ１が 76.3％、Ｎ２が 13.4％、Ｎ３が 3.6％、
Ｎ４またはＮ５レベルが 4.2％、日本語が話せない人が 2.5％となっている。つまり、調査対象者は日本
語力がかなり高いため、改善すべきとは考えているが、就労環境への満足度の低下にまでは結びついて
いない結果になったものと考えられる。
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第２-（３）-24図 高度外国人材の就労環境への満足度に与える影響について

○�　高度外国人材は、年収の水準が高い方が就労環境への満足度が高まり、長時間労働の方が満足度が
低下する傾向にある。また、有給休暇の総取得日数が多い方が就労環境への満足度は高い傾向にある。
○�　最終学歴をみると、海外の大学院（修士・博士）と比較し、日本の大学は満足度が高い傾向にあり、
日本における留学経験等を通じて、日本的な雇用慣行に対する理解が蓄積したことが一因と考えられる。
○�　「キャリアアップできる環境」「能力・業績に応じた報酬」「ワーク・ライフ・バランスの達成」「テ
レワークなどの柔軟な働き方」について改善すべきだと考えている高度外国人材は、就労環境への満
足度の低下幅が大きい。

資料出所�　（株）中外「高度外国人材が雇用管理改善を望む事項についてのアンケート調査」（2017 年度厚生労働省委託事
業）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）�　棒グラフは、就労環境の満足を被説明変数とし、順序ロジット分析した係数を示している。白抜きは、統計的
有意でなかったものを示している。推計の詳細は、付注２を参照。「改善すべきとの回答」は付注２の推計式２
の結果であり、その他は推計式１の結果を示している。
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●「テレワークなどの柔軟な働き方」「昇給のための基準の明確化」などは、高度外国人材が
改善すべきだと考えているが、企業人事担当者が課題だと十分に認識できていないため、就
労環境への満足度の向上につなげていくためには、これらの取組の推進が重要である

　最後に、高度外国人材を雇用している企業の人事担当者が、その活用・定着に当たってどの
ようなことを課題だと感じているのか、また、現在は高度外国人材を雇用していないが、今後、
採用を考えている企業の人事担当者が、どのようなことを課題だと感じているのかについて整
理していきたい。
　まず、第２－（３）－25 図の左図により、高度外国人材を雇用している企業の人事担当者が、
その活用・定着に当たって、どのようなことを課題だと感じているのか確認すると、「キャリ
アアップできる環境」が 59.7％と最も回答割合が高くなっており、次いで、「自身の専門性を
生かせる部門への配置・異動」「仕事の内容の明確化（ジョブディスクリプション整備）」など
で高くなっている。他方、同項目に対して高度外国人材が改善すべきだと回答している割合と
比較すると、これらの項目は、重要な取組ではあるが、高度外国人材が改善すべきだと考えて

第２-（３）-25図 高度外国人材の活用等に対する企業人事担当者の意識について

○�　高度外国人材を雇用している企業では、活用・定着に向けて「キャリアアップできる環境」「専門
性を生かせる部門への配置・異動」「仕事の内容の明確化」等が課題と考えるが、高度外国人材が改
善すべきと考える課題と比較すると、「テレワークなどの柔軟な働き方」などで乖離幅が大きい。
○�　高度外国人材を雇用していない企業では、多言語対応力、募集するノウハウ、専門性を生かすノウ
ハウ等の不足が課題となっている。

資料出所�　（株）中外「高度外国人材が雇用管理改善を望む事項についてのアンケート調査」（2017 年度厚生労働省委託事
業）の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計

　　（注）　１�）数値は、各質問項目における有効回答数を分母にした割合になっており、左図は 586 企業、右図は 499 企
業が母数となっている。

　　　　　２�）数値は、複数回答の結果を集計したもの。
　　　　　３�）右図は、「外国人社員の採用は特段予定しない」と回答した企業や、「その他」の回答内容として同趣旨の

回答をした企業は集計対象外としており、高度外国人材を採用する意欲はあるが、現在は雇用していない企
業の回答状況を示している。
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いる以上に、企業人事担当者が課題だと認識していることが示唆される。同様に比較すると、
「テレワークなどの柔軟な働き方」「ICT の活用など業務の効率化」「昇給のための基準の明
確化」「ワーク・ライフ・バランスの達成のしやすさ」などについては、高度外国人材が改善
すべきだと考えているにもかかわらず、企業人事担当者が課題だと十分に認識できていないこ
とが示唆され、前述の計量分析の結果も踏まえ、高度外国人材の就労環境への満足度の向上に
つなげていくためにも、これらの取組を積極的に推進していくことが重要である。
　さらに、第２－（３）－25 図の右図により、現在は高度外国人材を雇用していないが、今後、
採用を考えている企業の人事担当者が、どのようなことを課題だと感じているのか確認すると、
「社内の多言語化対応の不足」が 56.5％と最も挙げられており、次いで、「募集するノウハウ
不足」「人事担当部の多言語対応力の不足」「高度外国人材の専門性を生かすノウハウが足りな
い」「日本人と比較して、教育等に追加的なコストや手間を要する」「高度外国人材の希望する
働き方と折り合えない」などが挙げられている。
　これらの課題の解消に向けては、企業にとっても様々な費用が生じることから、今後の事業
戦略を見据え、求める高度外国人材の人物像を明確にした上で、継続的に取り組んでいくこと
が重要だと考えられ、様々な企業の好事例 129 も参考にしながらノウハウを蓄積させ、高度外
国人材とも十分に話し合っていくことが重要である。

129　�厚生労働省のホームページでは、好事例集として、2017 年に「外国人の活用好事例集～外国人と上手
く協働していくために～」を、2018 年に「高度外国人材にとって魅力ある就労環境を整備するために
～雇用管理改善に役立つ好事例集～」を公表している。

第３章　働き方の多様化に応じた「きめ細かな雇用管理」の推進に向けて
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コラム２－８ 高度外国人材ならではの雇用管理に取り組む好事例について

　企業の中には、高度外国人材ならではのニーズに対応するため、様々な雇用管理に取り
組む企業も出てきており、ここでは、2018 年３月 22 日に厚生労働省が公表した「高度外国
人材にとって魅力ある就労環境を整備するために～雇用管理改善に役立つ好事例集～」か
ら、２つの好事例を取り上げてみたい。

【ビジネス向けチームコミュニケーションアプリを活用し、テレワークなどの柔軟な働き
方を実現】
　本事例は、「ワーク・ライフ・バランスの達成のしやすさ・テレワークなどの柔軟な働き方」
というニーズに応えたものである。高度外国人材にとっては、「テレワーク」といったときに、
それが日本国内の自宅から仕事ができることだけではなく、海外滞在中も仕事の連絡をス
ムーズにしたいというニーズを含んでいる。この会社では、高度外国人材が、海外滞在中
にメール等で連絡を取ろうとすると大変な手間がかかるため、コミュニケーションの効率
化が課題であった。そこで、チームコミュニケーションアプリ（※）と呼ばれるアプリを
開発し、モバイル端末を使って連絡を取ることを可能にすることで、課題の解決を図った
事例である。その結果、メールよりも連絡の効率化が達成されるとともに、結果としてワー
ク・ライフ・バランスの実現にも繋がった。また、日本人社員と高度外国人材が積極的に
コミュニケーションを取るようになったことで、相互の理解も深まったという効果も出た。

（※）�グループや１対１のメッセージのやりとり、タスク管理、ファイル共有、ビデオ・音声通話などを
Web サービスとして提供するアプリケーション。

【総合職と専門職の２軸採用を実施】
　本事例は、「昇給のための基準の明確化」というニーズに応えたものである。この会社では、
高度外国人材の採用に当たって、一括して総合職として採用した上で、彼らの専門性に合
わせて、世界の人材ネットワーク構築や事業開発のためのチームに配属していた。しかし、
高度外国人材は、世界の人材ネットワーク構築のための営業をするような総合的な職種と、
プログラミングをする専門的な職種で同一の給与テーブルが適用されることに違和感を覚
えていることが分かった。そのため、高度外国人材を総合職と専門職に分けて採用し、そ
れぞれの人事制度において適用する給与テーブルや昇給基準を設けた。高度外国人材は、
自身の専門性を活かすことのできる職種での就労を希望する傾向にあることから、こうし
た制度は高度外国人材からの納得が得られやすく、彼らのモチベーションの維持や定着を
期待できる。
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